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統合評価モデルを用いた2050年ゼロ排出シナリオの定量化

エネルギー起源CO2排出量 エネルギー起源CO2排出量（部門別）

• AIM/Enduse [Japan]を用い、2050年CO2排出ゼロ、および80%減のケースを試算。

• 2050年ゼロ排出となるケースでは、BECCSを含む対策により、エネルギー供給部門
からの排出は正味で負となる。

• 需要側では、運輸部門において大幅な追加削減が必要。民生では80%減ケースでも
ほぼゼロ排出を達成。産業部門からの排出量が残存するため、その削減が課題。

• ゼロ排出となるケースでは、追加コスト・炭素価格が大幅に増加。今後は、多様な社
会シナリオを踏まえた分析を進めていくことが必要。

3
Oshiro et al. (2017), Carbon Management

国立環境研
高橋室長（2018）



New Challenges for Modelling and Monitoring ResearchNew Challenges for Modelling and Monitoring Research
Research challenge to compile innovative modelling and monitoring approach
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2020 2030 2050

地域経済活動

5

COVID

持続可能経済力
例えば

（「経済成長」―

「環境負荷発生
の社会負担」
温室効果ガス
資源消費 等

持続可能な
将来目標

ポスト
コロナの
復興目標

コロナ後のニューノーマル下の再生の未来目標設定
とモデルプロジェクトの設計

コロナ後のニューノーマル下の再生の未来目標設定
とモデルプロジェクトの設計

先導モデル
プロジェクト
＝再生の地域
のショーケース
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●環境モデル都市（2008～ 2013～）都市・地域での一体的
な低炭素化の取組み●低炭素都市推進協議会●低炭素都市づくりベスト

プラクティス

7

国立環境研究所の都市研究連携；
内閣官房の環境未来都市・モデル都市(2011～）

国立環境研究所の都市研究連携；
内閣官房の環境未来都市・モデル都市(2011～）

●環境未来都市（2011～）

世界に冠たる「環境・未来構想」の作成と集中
投資で、成功事例を作り、国内普及・国際展開

●SDGs未来都市・自治体SDGｓ
モデル事業（2018～）
2018;29 2019;31 2020;33 

自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた
取組を公募し、「ＳＤＧｓ未来都市」を
選定し、自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁
タスクフォースにより強力に支援す
る。



8Newest Smart Community underway in Fukushima

JAPAN

Fukushima

Shinchi Town

Shinchi Town,
Soma-FutabaRegion, Fukushima Prefecture

Population: 8,247 / Households: 2,754 /
Area: 46.35 km2 (As of Jan. 1st, 2017)
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SDGs from Local Energy Business



社会実装例；福島県新地町における地域エネルギー事業

9
LNG基地

まちづくりとの一体的な推進：
低炭素効果・事業性を高める「自律分散型・地域エネルギーシステム」実現

熱
電気

まちづくりと連
携する将来の
事業拡大検討

施設農業

住宅

地
域
利
用

•コジェネによる電熱併給
•地域周辺の施設の運営

エネルギーセンタ－

熱電需要を持つ施設の立地誘導
（ホテル、温浴、施設農業、ホール、住宅他）

ホテル温浴施設

新地スマートエナジー株式会社 出資金5000万
町、7社＋金融機関
2015年-16年環境省、経産省FS事業、2017年構築事業
2018年2月会社設立、 2019年操業開始

シュタットベルケ型複合
地域エネルギー事業



地域における将来の復興シナリオ・まちづくり計画に基づき、地域特性に合わせた最適なシステム構築ロジックを設定し、地域条件、エネルギー需要
を踏まえて再エネ、バイオマス等地産地消発電、自営線、蓄電池・EVの蓄電、コージェネや熱の面的利用などを活用した、地域の地産地消・脱炭
素型エネルギーステムを検討。

フィードバック
地域へ提言

公共施設整備 園芸農業施設 EV充電設備

①エネルギー需要想定

デマンド交通・Maas

③地域モビリティ/水素利用/エネマネ

太陽光・風力発電、蓄電池

②再エネ/マイクログリッド/電力融通

TOSHIBA

Ｈ2

●●●●●●●

バイオマス利用

地域エネルギーセンター

③熱面的利用/CGS/燃料電池想定

CGS 燃料電池（FC）

SOFC
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等
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通
）

エネルギーシステム構築ロジックイメージ

地域将来復興シナリオ・まちづくり計画

発電

充放電

風力発電

ＥＶ充電

商業施設

太陽光発電

系統電力

＜需要家＞

電力供給

電力供給

民生建物

公的施設

エネセン・
ＣＧＳ

排熱

冷温水
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ＥＶ充電

 

太陽光発電

蓄電池

HEMS

HEMS

バイオガス

バイオマス利用

面的熱利用

発電電力

燃料電池

 

 

BEMS

［エネルギー情報
集約拠点］

ＣＥＭＳ

マイクログリッド・
電力ネットワーク
配電線（地域内）

TOSHIBA

34RIDE

e-palette

地域交通/MaaS

農業施設
（園芸ハウス）

自営線・託送
マイクログリッド

蓄電池

水素利用

PV/FC/蓄電池

地域の地産地消・脱炭素型エネルギーシステムイメージ

熱電の需給制御による地域最適エネルギーマネジメントシステム開発
浜通り自治体へ活用するための技術、政策インベントリの一般化

10
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①発電・系統買電状況

③冷水需給状況 ④温水需給状況

⑤都市ガス消費状況

②需要家電力・プラント電力消費状況

⑥CGS排熱利用/総合効率

深夜（低負荷時）に
熱源機を２基運転

深夜のCGS効率が低下

プラント消費電力が常に大きい

先導モデル事業のデータ解析による高精度エネルギー特性解析

エネルギーセンター
省エネ・

省コスト運用

エネルギーデータを
収集・分析し現状の
問題把握と改善方法
を検討

計画に沿って、
運用方法を変更

エネルギー
データを踏ま
えて、改善結
果を評価

評価に従い
運用方法を改善

通常の運用特性の解析

・プラント総合効率（COP）：0.65

8月 30日

エネルギー消費量 製造熱量

都市ガス 945 Nm3 冷水 13,000 MJ

電力（系統） 2,910 kWh 温水 8,110 MJ

一次エネルギー消費量 70,927MJ 合計 21,110 MJ

CGS発電電力 3,251 kWh 供給（販売）熱量

CGS排熱利用熱量 16,860 MJ 冷水 7,319 MJ

COP 0.73 温水 8,065 MJ

合計 15,384 MJ

プラント電力消費 供給電力量

プラント電力消費 2,681 kWh 電力 3,530 kWh

プラントCOP 冷水熱ロス 43.7%

プラントCOP 0.70 温水熱ロス 0.6%

※COP定義　供給電力・熱一次エネルギー量　÷　消費電力・ガス一次エネルギー量

＜①発電・系統買電状況＞
 ＜②需要家電力・プラント電力消費状況＞


＜③冷水需給状況＞
 ＜④温水需給状況＞


＜⑤都市ガス消費状況＞
 ＜⑥CGS排熱利用/総合効率＞


エネルギー消費量 製造熱量 ＜MEMO＞

CGS 供給電力・熱量（需要家）

エネルギー効率 熱ロス
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熱源機（GEN）の１基運転

CGS制御を見直し

CGS排熱有効利用率の向上

プラント消費電力（深夜）は
70kW程度まで削減

CGS排熱を使っているためGENのガス消費量
はほとんどなし

給湯への排熱利用増加

運用変更
➡需要マネジメント

①CGS運用制御の見直し
⇒排熱利用状況を考慮し
効率改善

②冷熱源機器の運転見直し
⇒2基から1基運転による
補器電力の削減と部分
負荷効率改善

③給湯への排熱利用増加
⇒排熱利用を踏まえたCGS

運用
等

運用変更による改善効果の解析

・プラント総合効率（COP）：0.70

地域の実際の需給データを活用し、運用改善・効率化・経済性向上に資する高効率エネルギーマネジメントシ
ステムを開発。本検討の一環として新地エネセンの効率改善のコンサルティングを実施し、事業改善に貢献

運用方法改善
プラントのエネルギー効率は約8％改善
（COP0.65⇒0.70へ）
改善により省エネ・省コストを実現

需要特性
の解析

供給特性
の解析
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地域のエネルギー高効率マネジメントに活用する将来需要推定システム
－地域エネルギーマネジメントの計画範囲を操作する需要推定ー

12
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設備投資費

太陽光(自営線) 風力(自営線) 太陽光(託送) 風力(託送) EV化

EVPS 蓄電池 冷温水導管 自営線 CEMS

設備投資費

具体的な復興事業の空間立地計画の検討が可能な場合は、域エネルギーマネジメントシステムの導入効果を
評価する手法およびシステムを検討。福島県新地町をケーススタディ対象とし、地域エネルギーマネジメントシス
テムの範囲や設備を変更した複数のシナリオを比較評価し検証

将来需要予測モデル

再エネ発電量

ケースシナリオ
(現状・将来)

蓄電池容量設定

エネルギー需要モデル

シミュレーション

エネルギーセンター
運用モデル

DR運用モデル

環境性評価
事業性評価

モビリティEV運用

燃料データ
建設費データ

ケーススタディ対象（新地町）

評価システムフロー

検討ケース

設備投資費

太陽光発電(自営線) 300 千円/kW 200 kW 60 百万円 200 kW 60 百万円

風力発電(自営線) 300 千円/kW 2,000 kW 600 百万円 2,000 kW 600 百万円

太陽光発電(託送) 300 千円/kW 500 kW 150 百万円 500 kW 150 百万円

風力発電(託送) 300 千円/kW 0 kW 0 百万円 0 kW 0 百万円

EV化 1,500 千円/台 10 台 15 百万円 10 台 15 百万円

EVPS 1,000 千円/台 5 台 5 百万円 5 台 5 百万円

蓄電池 350 千円/kWh 1,000 kWh 350 百万円

冷温水導管 50,000 千円/km 2 km 100 百万円

自営線 30,000 千円/km 4 km 120 百万円

CEMS 30,000 千円/式 1 式 30 百万円

計 830 百万円 1,430 百万円

補助金導入後 2/3 (補助率) 277 百万円 477 百万円

※エネルギーセンターの熱源導入費は、個別に熱源を設置した場合と相殺すると仮定する。

年間エネルギー費

【新地駅～役場周辺地域】 ※自営線

施設電力負荷 4,122 MWH/年 4,122 MWH/年 4,113 MWH/年

熱源電力量 84 MWH/年 84 MWH/年 -450 MWH/年

電気自動車充電 9 MWH/年 9 MWH/年

再エネ発電量 -2,175 MWH/年 -2,175 MWH/年

系統受電電力量 4,207 MWH/年 67,315 千円/年 2,750 MWH/年 44,131 千円/年 2,230 MWH/年

余剰売電電力量 -803 MWH/年 -8,026 千円/年 -731 MWH/年

最大電力(契約電力) 1,426 kW 28,428 千円/年 1,426 kW 28,428 千円/年 934 kW 7,704 千円/年

ガス消費量 54 千Nm3/年 3,522 千円/年 54 千Nm3/年 3,522 千円/年 133 千Nm3/年 8,667 千円/年

【イノベ１～３地区】 ※託送

施設・住宅電力負荷 471 MWH/年 471 MWH/年 469 MWH/年

電気自動車充電 0 MWH/年 0 MWH/年

再エネ発電量 -521 MWH/年 -521 MWH/年

系統受電電力量 471 MWH/年 7,675 千円/年 209 MWH/年 3,448 千円/年 469 MWH/年

余剰売電電力量 -259 MWH/年 -2,586 千円/年 -972 MWH/年

最大電力(契約電力) 427 kW 8,512 千円/年 427 kW 8,512 千円/年 342 kW 6,810 千円/年

【地域全体】

系統受電電力量 4,678 MWH/年 74,990 千円/年 2,959 MWH/年 47,579 千円/年 2,257 MWH/年 33,588 千円/年

余剰売電電力量 -1,061 MWH/年 -10,611 千円/年 -972 MWH/年 9,742 千円/年

【自動車】

シェア・自家用車 3.4 kL-ガソリン 517 千円/年

計 115,969 千円/年 77,430 千円/年 66,510 千円/年

年間CO2排出量

系統受電電力 2,179 t-CO2/年 0.518 kg-CO2/kWh 1,424 t-CO2/年 0.518 kg-CO2/kWh 1,155 t-CO2/年 0.518 kg-CO2/kWh

ガス 124 t-CO2/年 2.29 kg-CO2/Nm3 124 t-CO2/年 2.29 kg-CO2/Nm3 305 t-CO2/年 2.29 kg-CO2/Nm3

ガソリン 8 t-CO2/年 2.32 kg-CO2/L

計 2,311 t-CO2/年 1,549 t-CO2/年 1,460 t-CO2/年

導入効果

CO2削減量 762 t-CO2/年 (削減率) 33.0% 851 t-CO2/年 (削減率) 36.8%

年間エネルギー費削減 38,539 千円/年 (削減率) 33.2% 49,459 千円/年 (削減率) 42.6%

電力再エネ率 57.5% 65.1%

電力再エネ自家消費率 60.6% 63.9%

単純投資回収年数 7.2 年 9.6 年

再エネ導入＋EV化 スマート制御

エネルギー

スマート制御

年間費

導入容量 導入費

再エネ導入＋EV化 スマート設備

従来設備 スマート設備

CO2排出量 ※原単位 CO2排出量 ※原単位

再エネ導入＋EV化

CO2排出量 ※原単位

(3)-1

※単価 導入費導入容量

年間費エネルギー

従来設備 再エネ導入＋EV化

エネルギー 年間費

新地駅～役場周辺地域(自営線)＋イノベ１:新地地区(託送)
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熱供給施設

火力発電所
ＬＮＧ基地

工場群太陽熱
熱・CO2

運行実績

地域
DXハブ

GPSシステム

②くらし・健康の
リアルタイム情報

協力住宅

節電関連情報 データ蓄積

超高齢化に対応した
公共交通システム運行計画

インターネット
回線を利用した

双方向情報
ネットワーク

利用実態

・エネルギー消費
モニタリングシステム
・双方向通信タブレット
・50～100住宅へ設置

協力住宅

公共施設

エネルギー
消費実績

学校

太陽光パネル
発電量

あなたの
節電ランキング

は地区内○○位です

CO2◎分の節電がで
きました

コツを友達に教
えてあげよう

今日は
たくさん
節電でき
たね

公共交通システム

既設の太陽光パネル

③地域交通支
援ネットワーク

将来のまちづくりへの
基礎情報として活用

図書館に囲碁クラ
ブの仲間が5人い

るから、いってみ
るか。

産官学連携
で運営

④農業、工業、
流通の地域
支援

脱炭素未来に向けての地域ガバナンス情報基盤（脱炭素DXシステム）

13

①脱炭素行動
支援ネットワーク

戸川・藤田（2013）土木学会論文集 13



14エネルギー、交通の複合的な都市基盤の形成検討

Shinchi Smart Energy
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CO2ボンベ
圧縮実験）

新地町脱炭素グリーンサプライチェーン事業検討イメージ案

CGS排ガス

CO2

有機化合物（クロレラ）
・燃料（出荷販売）

超オイル細胞
オイル含量75%以上
リノレイン酸 10-52%

植物性ω３を10～52％含有
機能性
抗鬱
抗酸化
抗認知症
美白・美肌
アンチメタボ
アンチアレルギー
アンチエイジング

機能性を生み出すクロレラファクトリー

脂溶性
ビタミン
カロテノイド
ポリフェノール
C12-C47長鎖不飽和脂肪酸
ω９エルカ酸、ネルボン酸

・株の探索と創成

・オイル細胞の誘導

↓

→

重イオンビーム

●藻類バイオ3000株の機能性試験と
セルフメディケーション時代の新市場開拓

機能性表示食品制度

栄養機能食品

S
u

p
p

le
m

e
n

t

セルフメディケーション時代の到来

スマートCO2

調達システム

圏内出荷

肥料（残渣利用）

電力（CGS発電電力）

熱（CGS排熱）

電力（CGS発電電力）

熱（CGS排熱）

CO2

新地エネルギーセンター

CGS

ＣＣＵ（CO2分離回収・圧縮
技術開発研究事業）

駅前新規立地施設農業施設

藻類バイオマス実証
生産施設事業

既設設備（スマコミ事業）

福島イノベーションコースト事業として稼働する新地エネルギーセンターのCGS排ガスから、CO2を分離・回収するシステムと
ともに、その需要主体として施設農業、藻類バイオマス生産システムを整備して、熱電の地域共生型の有効活用とともに各シス
テム技術の高度化とともに、二酸化炭素排出から抽出⇒回収⇒精製⇒流通⇒生産利用⇒「マイナスカーボン・サプライチェーン
システム」を構築、運用する。

新地駅周辺地区配置図

肥料（出荷）

JST事業 東大新領域

脱炭素循環共生
シミュレーション

CO2供給実験

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
I
ン
R

３
事
業
案

サプライチェーンFS案

東京大
都市工学専攻
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余剰電力を使って
水素を製造



◆ｽﾏｰﾄ・ウェルネス
• スマート長寿健康サービス
• ロボット、ドローン配送
• スマートパーソナルモニタ

リング 等

福島の再生と未来志向の実現要素の検討例 は定量化を進めているもの

◆エネルギー集約型産業
の低炭素コンビナート
• 素材型産業の広域拠点
• LNG基地の冷熱ビジネス
• LNG火力の地産地消熱電併給
• LNGパイプラインでの減圧分散

供給の地産地消クラスター
• 高効率CCS事業による0炭素化

◆循環素材
• バイオプラスチック等

◆循環経済の実現を側面か
らサポートする技術
• 静脈物流を主としたロジスティ

クスの最適化
• シェアリング・エコノミー
• モノのサービス化

◆ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ･ﾙｰﾌﾟ･ﾘｻｲｸﾙ
• 高付加価値リサイクル
• ソーティングセンター
• 太陽光パネルリサイクル拠点

EV蓄電池リユース拠点 等

◆スマートモビリティ
• MAAS（Mobility-as-a-

Service）
• 公共交通ネットワーク
• 渋滞予測、信号機制御
• 公共カーシェアリング

◆クラウドEV都市
• 水素ステーションコンパク

トまちづくり
• EVクラウド蓄電

◆水素エネルギー
• CO2フリー水素製造
• 水素製造拠点
• 水素ストレージ 等

◆大規模再生エネ
• メガ、メソソーラー
• 風力（陸上・洋上）
• バイオマス（森林、メタ

ン、藻類、バイオ燃料、）
ブルーカーボン 等

◆人材育成・教育
• 大学拠点オフィス誘致
• SDGs政策プラット

フォーム

◆未来志向のグリーン
地域ファイナンス
• 事業化支援拠点 TIF債等
• ESG投資
• グリーンボンド、ﾌｧﾅﾝｽ
• 実質RE100企業誘致 等

◆復興ビジネス/科学観光
• 浜通りの復興/まちづくり再生/ 

地域エネルギー/産業開発拠点等
の地域ネットワーク観光

• 自然公園のグリーン観光

◆脱化石型ｺﾝﾊﾟｸﾄﾈｯﾄﾜｰｸ
• 長期的な視点でのコンパクト

ゾーニングとネットワーク
サービス

• 都市産業共生地区の形成

◆安心安全の復興情報共有ネットワーク
• 中間貯蔵 ・特定廃棄物処理
• 放射能監視テレメータシステム等との連携
• リスクコミュニケーション ・放射能風評解決情報システム
• 復興リアルタイム情報共有
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◆気候変動への適応
• 戦略的市街地コンパクト化
• 地域適応コンソーシアム
• 防災基盤建設

◆ハイブリッド交通
・自動運転ネットワーク
・パーソナルモビリティ、
バリアフリー歩行ネット
ワーク

◆情報ネットワークを活
用する地域絆
• ICTを活用する地区内地区間コ

ミュニケーション
• ICTを活用する公共サービス
• 遠隔ふるさと支援システム

復興・再生の情報インフラ
ﾅﾚｯｼﾞﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

交通・
まちづくり

地域
ｴﾈﾙｷﾞｰ

循環共生
型産業

2030 2040 2050
福島再生･未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

・未来志向の環境創造型復興
・脱化石によるCO2排出ゼロ地域
・脱化石産業集積による人口回復・地域活性化

・未来志向の環境創造型復興
・脱化石によるCO2排出ゼロ地域
・脱化石産業集積による人口回復・地域活性化

◆産業共生型スマートア
グリ施設農業システム
• 育成リスク情報ネットワーク
• 消費者、流通リアルタイム情

報ネットワーク
• トリジェネレーションによる

熱電炭酸ガス供給
• 加工販売を含む6次産業化

◆スタットベルゲ型
スマートエネルギー
• DR等の効率的需給ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
• 熱電エネルギーネットワーク
• Society5.0型地域サービス

◆カスケード木質社会
• 森林除染・木材分別技術
• 建設資材利用システム（CLT、

集成材、内装材,クラフト材）
• 熱電併給バイオマスｴﾈﾙｷﾞｰ
• 木質コンパクト都市
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CO2排出量の試算例
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まちづくりで５０％のエネル
ギーコスト削減の可能性

産業



「脱炭素社会の立地論」地域統合評価モデルの開発と高度化
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空間・土地利用マネジメント

社会経済マクロ未来

住宅・都市系
空間分布
マネジメント

工業系
空間分布
マネジメント

地域分
散エネ
ルギー
モデル

地域
交通
モデル

産業
共生
モデル

建物
更新
モデル

資源
循環
モデル

人口・産業活動

【3】
分野別
要素

技術政策
群

人口・従業者分布、工場立地
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35_39

40_44

45_49

50_54
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80_84

85_Over

女性 男性

【1】人口、経済活動の
将来像を推計

【2】都市の空間構造や

工場立地の推移
を推計

【3】各分野の環境対

策効果と課題を
分析

• ３層の構造からなる統合評価モデルのフレームワークを構築

• 地域全体の将来像、空間分布、各分野の環境対策を整合的に分析する手法を開発

• 福島県内の３地域（浜通り北部、郡山地域、会津地域）で将来シナリオの分析を開始

本フレームワーク及びモデル群の開発は、環境省「25‐28年
度CO2テクノロジーアセスメント推進委託業務」の成果の一部

会津地域

浜通り北部地域

郡山・田村地域

人口分布、鉄道、道路（現状）



土地利用の将来シナリオ設定の考え方（例）

BAU なりゆき将来
・現状から将来までのなりゆき

BAU なりゆき将来 α 現行集約化シナリオ β 職住近接集約化シナリオ

建物
更新率

建物廃棄曲線に基づき設定
（過去から現在までの実績）

建物廃棄曲線に基づき設定
（過去から現在までの実績）

H11以前の建物が2050年までに90%更新されるよう
廃棄率を設定

集約率 － 40% 100%

集合住宅
転換率

－
戸建住宅は戸建住宅のまま。低層集合住宅は

100%高層集合住宅として更新
戸建住宅は戸建住宅のまま。低層集合住宅は

100%高層集合住宅として更新

誘導区域 －
人口：居住誘導区域（都市機能誘導区域を含む）
従業者数：都市機能誘導区域

人口：ｺﾝﾊﾟｸﾄ集約区域（都市機能誘導区域を含む）
従業者数：都市機能誘導区域

縮退計画
区域

－
人口：居住誘導区域以外の区域
従業者数：都市機能誘導区域以外の区域

同左

都市機能
誘導区域

コンパクト
集約区域

縮退計画区域

その他区域

β 職住近接集約化シナリオ
・αよりも高密度の集約を目指すシナリオ。早

期建物更新および集約区域を都市機能誘導
区域近辺に限定することにより、地域エネル
ギー事業範囲が拡大する。

業務系建物の
早期更新

α 現行集約化シナリオ
・現行の立地適正化計画を踏まえ、誘導区域
に建物を集約するシナリオ

都市機能
誘導区域

居住誘導
区域

住宅

業務系
建物

縮退計画区域

その他区域

住宅の
早期更新

地域エネ事業の
導入範囲の拡大
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• αシナリオでは立地適正化計画で示さ
れた居住誘導区域全域に人口が誘導
され、BaUと大きくは異ならない結果と
なった。

• βシナリオにおいて集約および建物早
期更新を考慮することで、都心部の活
動量が増加する。

BAU ：2050年人口

α ：2050年人口 β ：2050年人口

土地利用シナリオ：人口の算定結果（北九州の例）



コンパクト都市によるSDGs効果の算定結果例

21

 2010年から2050年を対象に集約化計
算を4シナリオを実施。

計算の結果、シナリオ β-1の拠点数は
13箇所、シナリオ β-2の拠点数は3箇
所と選定。

地域交通事業は、αからβ-2にかけて

要件を達成するメッシュが増加すると
ともに対象となる人口・従業者も増加
する。

地域エネルギー事業は、β-2が事業導
入の対象床面積が最も大きい。

① 2050年BAU ② 2050年α

③ 2050年β-1 ④ 2050年β-2

22

22

19

16

9

9

8

7

4

4

4

5

3

3

3

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40

0

0

0

0

市街化区域内における地域交通事業導入の対象人口（万人）

人口（対象） 従業者数（対象） 人口（対象外） 従業者数（対象外）

69

21

241

33

281

112

382

738

586

531

0 200 400 600 800 1000 1200

2050年(β-2)

2050年(β-1)

2050年(α)

2050年(BAU)

13拠点地区内における地域エネルギー
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Multi Stage Approach for Eco-City  and EIP Planning

③Project Design

②Spatial-scope

Land use zoning 
/network design

・ land use distribution   
patterns

・ local energy network
・location of core  

developments

①Macro-scope
・ population, industries

・ core developments

・ energy locality

Alternative 
future vision

・ zoning and regulation

・ district planning

・key industries

Core projects for  
revitalization
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Feasibility Study

Future frame
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Dual Direction Low Carbon Monitoring 
Information System 

Dual Direction Low Carbon Monitoring 
Information System 
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脱炭素社会の社会モニタリングシステムネットワーク
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地域情報
Staristics

・GIS Population, 
Industries, （500mgrid）

<2010年、2015年>

SDGsを用いた
自治体と地域の

診断
強みと課題

地域診断と未来目標、パイロット事業計画の知的インフラ
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指標 232
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